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産業と都市の融合を目指して 
―大阪東部地域の産業集積とまちづくり
富澤　拓志＊
2009年11月20日から21日にかけて，筆者は東大阪市と東成区の産業集積地域を訪問した。これは，近年
衰退が著しい大都市産業集積の活性化と工業用地の再生とをテーマとして活動しているグループが，大阪
における住工混在問題とそれへの取り組みの様子を視察し，現地で活性化に取り組むグループと交流する
という企画を立てたので，それに便乗したのである。
住工混在の意味の転換：追放の対象から都市経済の推進力へ
周知の通り，住工混在問題は，大都市の産業集積において長年深刻な問題であり続けている。しかし，
この「住工混在」問題の意味は，近年大きく変わりつつある。
住工混在問題とは，もともと1970年代頃までは，主に工場の産業活動に伴う公害問題を意味していた。
都市における産業公害は，すでに1930年代には大阪で煤煙被害として問題となっていたし，戦後にも産業
が復興し始めるやいなや公害問題が表面化し，経済成長が本格化して工業地帯の都市化が進むにつれて，
公害への苦情もまた激増した。公害反対の住民運動と工場への規制を訴える声は日増しに強まり，産業界
も譲歩せざるを得ない状態が作られていった（村橋	1985）。こうしたことは1949年には東京都で事業所公
害防止条例が，翌50年には大阪府で公害防止条例，51年には神奈川県でも公害防止条例が施行されている
ことからも伺われる。
このような都市化と産業の膨張の中で，大都市の「過密」が問題となり，工場はその中で真っ先に整理
すべきものとされた。このころの住工混在問題は工業を都市から移転させ，都市と工業とを切り離す原動
力として作用したのである（表１）。1959年には「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法
律」が施行され（工場等制限法，1964年には近畿圏でも施行），大都市から工場を分散させる方針が明確
化された。1962年に始まった全国総合開発計画においても，大都市の「密集の弊害」と生活面にまで及ぶ
過大都市問題に触れて，工場新増設の抑制と遠隔地への分散立地の誘導とが目標として記されている。
1960年代から70年代にかけては公害対策が大きく進展した時期であるが，それに軌を一にして，都市から
工業を排除する動きもまた盛んとなった。1972年の工業再配置促進法は，誘導地域を指定して「過度に工
業が集積している地域から工業の集積の程度が低い地域への工場の移転」を促進するものであり，工業再
配置計画を策定して計画的に工場を移転させることが期待されていた。さらに1974年には工場立地法が制
定され，公害防止や緑地率等の制限によって環境の保全が工場に義務づけられるようになった。また，こ
のような法規制・誘導以外にも，中小企業の集団化事業によって市街地の中小工場を郊外や埋め立て地の
工業団地へ集団移転させたりすることも多く行われた。このような情勢の中で，自発的に郊外へ移転する
工場も多くあった。現在日本有数の産業集積地域として知られる東大阪市の工場群も，大阪市における住
工混在から待避してきた工場群によるいわゆる「染み出し」が基盤となって，昭和30年代頃から大きく形
成されてきたものである。
　 　
＊本学経済学部・大学院経済学研究科准教授
1	 	 たとえば東京都大田区の昭和島は1967年に竣工している。
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東大阪市へ大阪市の住工混在を逃れてきた工場群も，しかし逃れきることはできなかった。大阪市の市
街地膨張が東大阪市にも及んできたためである。工場は再び住工混在に直面するようになり，1980年代後
半以降はプラザ合意以降の円高・産業空洞化の影響もあって，東大阪市でも工場の移転・廃業が相次ぐよ
うになった。事業所・企業統計によると，1991年をピークとして東大阪市の製造業は縮小を続けている（表
２）。
このように産業集積が縮小へと転じた80年代後半以降は，しかし皮肉なことに日本の製造業の競争力を
支える基礎として都市型産業集積に注目が集まった時期でもあった。そして90年代に入ると，大田区や東
大阪市をはじめとする各地の機械工業集積では，空き地やガレージ，棟割り長屋風の分譲住宅，マンショ
ンに変わった工場空き地が目立ち始め，中小工場の多くで後継者が見つからないか事業主に事業継続意志
がないという状況が表面化するようになった。このままでは製造業の産業基盤が崩壊するという危機意識
のもとで，産業集積の再生が叫ばれ，これまでの都市から郊外，地方へという工業の立地誘導が一転して，
都市の工業地域の保全という方向へ向かうことになったのである。1997年の工場等制限法の規制緩和に始
まる一連の法整備は，こうした背景のもとで行われたものである。
都市型産業集積を保全・活性化するという方向へ問題意識が転じたことによって，住工混在問題の位置
づけもまた変化することになった。それまでの「住工混在」が，ゾーニングが満足に行われず，無秩序な
都市化を食い止められなかった都市計画の失敗の象徴であり，その解決方向は，住環境の改善と秩序ある
市街地形成を目指して工場を排除するというものであったのに対して，「集積活性化」以降の住工混在問
題は，工業系地域における工場の操業環境を維持して工場の閉鎖・移転を食い止めるために，いかに住宅
や商業施設の侵入を食い止めるかという方向に変わったのである。もはや住工混在問題は，工場の近隣住
民の立場からの「問題」ではなくなった。以前は不満を持ちながらも黙ってその地を去っていった工場関
表１　大都市産業集積関連政策年表
年代 昭和・平成 事項
1949
1950
1951
1956
1959
1961
1962
1964
1967
1968
1969
1970
1972
1974
1989
1997
1998
2001
2002
2005
2006
2007
24
25
26
31
34
36
37
39
42
43
44
45
47
49
元
9
13
14
17
18
19
東京都事業場公害防止条例
大阪府公害防止条例
神奈川県公害防止条例
水質保全法，工場排水規制法
工場等制限法（首都圏）
工業適正配置構想
全国総合開発計画
工場等制限法（近畿圏）
公害対策基本法
新都市計画法
新全国総合開発計画
公害国会
工業再配置促進法
工場立地法
新工業再配置計画
工場等制限法の規制緩和
地域産業集積活性化法
工場立地法の改正
都市再生本部
工場等制限法２法廃止
国土形成計画法
工業再配置促進法廃止
企業立地の促進等による地域における産業
集積の形成及び活性化に関する法律（企業
立地促進法）
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係者らが今は公然と，工業系地域であることを知りながら転居してくる住民たちへの不満を口にするよう
になった2。こうして，住工混在問題とは住民と工場の間の利害のコンフリクトであって，その解決は，双
方の立場を尊重しつつも，その地域をどのような性格の街として形成していくべきかを重視して解消を図
らなければならないものなのだという認識が次第に強まることとなった。そして，工場を町を構成する大
切な一要素として受け入れ，住宅と工場の共存と調和，さらには，住民生活と生産活動とが渾然となった
職住近接あるいは職住一体型の地域社会の形成を目指したまちづくりを模索する動きが現れるようになっ
たのである。今回筆者が訪問した東大阪市の高井田地区は，そうした動きを最も先鋭的に行っている地域
の一つである。
高井田地区の概要と地区計画策定に向けた流れ3
東大阪市の高井田地区は，工場の密度が高いことで知られる東大阪市の中でも，とりわけ工場の立地が
濃厚な地域である。その地域の大部分が工業地域に指定されており，約120ヘクタールの地域に約700の製
造業の事業所が立地し，6000人以上の従業者が働いている。高井田は元々大阪の近郊農村であったが，昭
和40年代から中小の工場が急速に集積した。これらの町工場は，１階が工場で２階が住居という形態を取
ることが多く，高井田地区に文字通り生活と労働，経営が一体化した場を形成してきた。例えば，地区内
の小学５年生は全員が地域の工場見学を行うことになっていたり，工場主や商店主が自治会活動を牽引し
ていたりという特徴が見られる。
2	 	 かつて筆者は，昭和40年代に大田区の埋め立て地に移転した中小工場主から，移転促進時に都職員や近隣住民から受けた圧力
について聞いたことがある。30年以上経ってなお当時の怒りが薄れていない口調に驚いたものである。また，京都市や東大阪市
などの準工業地域・工業地域では，工場の壁に「ここは工業地域です」と大書した看板を掲げている企業がある。このような工
場側のいらだちは，今の所在地にいられなくなったら，もうどこにも行き場がないという，工場経営を取り巻く厳しい事情も反
映していると思われる。
3	 	 この項は高井田まちづくり協議会発行の住民向けパンフレット「高井田まちづくり構想」（平成19年９月），および同協議会サ
イト（http://www.takaida.jp/index.html）に基づいている。また，当事者の一人である泉英明氏による紹介（泉2010）も参照さ
れたい。
表２　東大阪市の製造業事業所数と従業者数
年 総数 製造業
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
1969 昭和44年 22,062 177,779 6,550 100,933
1972 47年 26,764 199,093 8,586 103,144
1975 50年 30,638 212,431 10,079 98,927
1978 53年 33,142 221,929 10,526 98,263
1981 56年 35,214 237,713 10,830 100,577
1986 61年 35,373 257,959 10,822 105,759
1991 平成	 3年 35,689 280,709 10,868 106,175
1996 8年 34,984 282,509 10,212 97,424
2001 13年 31,164 255,313 8,571 78,873
2006 18年 28,053 244,552 7,388 71,342
出所：事業所・企業統計
注：2006年は新産業分類によるため，経年比較には注意を要する。
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東大阪市役所
高井田地区
八尾市
城東区
東大阪市
大東市
生野区
生野区
生駒市
東大阪市略図
このように，昭和12年に初めて用途地域が指定されて以来工業地域であった高井田であるが，徐々に戸
建て住宅やマンションが入り，土地利用が変化してきた。特に，平成７年から15年の間に新築された物件
614のうち，８割が専用住宅であり，工業用は１割に過ぎなかった。それまでは工場跡地には工場が入る
ことで製造業の新陳代謝が維持されていたものが，跡地に住宅が入ることによって，工場と住宅の間でト
ラブルになるケースが増え，トラブルを避けるために工場が移転したり，高井田への立地をためらったり
する例が現れている（写真１，２）。例えば高井田まちづくり協議会のパンフレットには，工場側の悩みが
次のように列挙されている。
•	 大阪市から近隣問題で移転してきたのに，また同じ問題が発生している。もはや移転するところはな
い。どうしたらいいのか？
•	 隣の工場が急に住宅開発されることになり，24時間操業工場の看板を掲げたら，住宅開発業者に販売
の妨害になるということで損害賠償の裁判をおこすと言われ，やむなく看板を外した。
•	 新品の機械を購入したが，近隣からの苦情が出るおそれがあるので，機械を設置できない。
•	 機械を購入して競争力を高めたいが，少なくとも10～15年間は確実に操業できるという担保がないと
購入も出来ない。逆にそのような不安が解消できたら投資が可能になるのに。
•	 隣に住宅が建ち，現時点ではトラブルは発生していないが，いつ苦情が来て操業に影響するかわから
ないリスクがあるので，今のうちに移転する。
•	 隣の工場が売りに出たが，住宅になったら操業できないと考え，借金をしてでも購入せざるを得な
かった。
•	 今までの付き合いのある町工場が廃業したので，現在の仕事が続けられない。
•	 大阪都心近辺で物件を探しており，高井田が第一希望なのだが，隣がいつ建て替わるかもわからない
状況では物件購入を躊躇してしまう。
今回の訪問で筆者がヒアリングした企業にも，隣に新しく立った戸建て住宅との間に騒音に関する訴訟
を抱えているところがあった。
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写真１　工場跡地に建てられた戸建て住宅。１区画に８軒が並んでいる。
写真２　工場に隣接して立てられた住宅（左側）。
だがこのようなトラブルは高井田地区だけの問題ではない。筆者の乏しいヒアリング経験の中だけで
も，東京都23区内の産業集積地域，名古屋市，京都市，八尾市などで同様の悩みを工場主から伺ったこと
がある。その悩みはほぼ共通しており，曰く「工業用途の地域だから大丈夫だと行政に言われてここに移
転してきたのに」であるとか「元々工場しかない土地で，後から入ってきた人たちになぜここまで言われ
なければならないのか」といった恨み節，「工場が操業する上で前提となること，すなわち，近隣への音
漏れ，臭い，大型トラックなどの通行，早朝や夜の人・車の出入りなどを制限されると，企業には死活問
題になる」とか「昔からいる人は理解があるが新しい人にわかってもらうのに気を遣う」，「隣近所の住宅
への付け届け，挨拶，周辺美化，自治会への参加や盆踊りやお祭りなどへの寄付を欠かすことなく行い，
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気配りすることが大切だ」といった生々しい話までを異口同音に語るのである。実際，工業系の用途地域
にマンションや戸建てなどが入り込み，住宅が工場を取り囲む現象は全国の産業集積地域で起きているの
で，高井田が抱える問題はまさに全国共通の問題であると言える。日本の産業集積を代表する高井田地区
の住工混在問題に対する先進的な取り組みは，他の地域にとって貴重な経験と教訓をもたらすだけでな
く，その成否は今後のわが国の中小製造業と産業地域のあり方を占う上でも重要なメルクマールとなるで
あろう。
高井田まちづくり協議会の経緯とまちづくりの目標，取り組み内容
高井田における住工混在問題への取り組みは平成16年頃から本格化してきた。当初は行政と自治会の話
し合いや企業アンケート，冊子の作成などから活動が始まったが，平成17年度には工業や住居といった個
別問題ではなく，地域全体の「まちづくり」へ発展させる方向が明確化し，まちづくり協議会の準備会が
発足する。その２年後の平成19年度に「高井田まちづくり協議会」が設立され，まちづくり構想の作成と
提案を経て，現在は「地域ルール」（地区計画）を作るための準備が進められているところである4。この
地区計画で最大のポイントとなるのは，地区条例を作って500平米以上の工場の跡地は基本的に工場にす
るように用途を制限し，高井田の操業環境を守っていこうというものである。手順としては，この案を東
大阪市に提出し，それを素案として市が都市計画手続きを行うという形になるが，お話を伺った時点では，
地区計画については主に２点の課題が浮上しているように思われた。第一が地区住民の関心が低調である
こと，第二が土地所有者の意向である。
第一の住民の関心に関する問題とは，端的には住民アンケートの回収率が上がらないということであ
る。協議会では，地区住民と地権者の全員をリストアップしこの案についての意見を募るアンケートを実
施したのだが，住民からの回収率が予想外に低かったようである。もちろん協議会では自治会や市役所と
連携してアンケートへの協力を住民に働きかけているのだが，多くの住民にとって今回の案が自分とは関
係がないと思われている可能性がある。とりわけ，規制対象が500平米以上の土地に限定されているため
に，ほとんどの住民は対象外となっていることが大きいのではないかという見解が今回の聞き取りの中で
は出されていた。ただし，回収された意見については，そのほとんどが案に賛成であり，反対者の中でも，
法規制は必要だが第三者に縛りをかけるのはどうかという趣旨の意見があったりすることから，地域から
製造業が失われていくことを懸念している住民は少なくないように見受けられる。
次に，規制にかかってくる500平米以上の土地所有者についてである。協議会では地権者の所在確認な
どで相当苦労したそうだが，一定数の反対者がいるようである。地主にとって用途制限は資産の流動性を
損ねるので，その点で厳しい反応をする人もいるようである。実際，以前は住宅系のディベロッパーが即
金で土地を購入するケースもあったそうで，住環境はそれほどよくない地域であるにもかかわらず宅地化
への圧力は相当高いため，売却先のオプションを減らしたくないという誘因は少なくないであろう。アン
ケート回答者の過半数は案に賛成を示しているとのことであったが，協議会では反対者を全員回って，案
への理解を求めていきたいということであった。
今回の地区計画案では，比較的大きな土地のみに規制が限られているが，これはもちろん小さな土地の
利用方法まで縛ってしまうと住民の反発が強くなると予想されることがあるが，それに加えて住宅と工場
とが一体化することで作られてきたこの街のありようをも見失ってしまうという懸念もまた大きいであろ
う。しかし，小さい土地への規制を外したことで，それらの戸建て住宅等への転用へ歯止めがないという
4	 	 通常作られている地区計画の多くは，景観保全や良好な住環境の維持などを目的とすることが多く，工業の維持を目的とする
事例は極めて珍しいとされる。高井田地区の他には，東京都板橋区の事例（吉濱2010）と尼崎市の事例（梅村2010）がある。
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問題は残されている。現在の住宅化の進行の少なくない部分がこれら小規模な住宅開発によっていること
を考えると，今後も新規に転入してくる住民との摩擦が継続することが懸念される。また，今回の地区計
画案の取り組みは，地域の人々に高井田のまちづくりに関心を持ってもらい関与してもらう大きな機会で
あるにもかかわらず，アンケートへの回答状況が示しているように，案の内容が住民のほとんどにとって
余り関わりのないものとなってしまったために，逆に無関心を誘発してしまっているかのようにも見える
ことになってしまっている。こうした点からも，今後も引き続き，住民に向けて地域産業たる町工場への
理解を呼びかける取り組みは重要な課題として進められていくことになるのであろう。
実際，今回の地区計画への取り組みの目的も，製造業の操業環境を維持するために土地規制を強化する
ことにおいているわけではないようである。今回筆者が参加した意見交換会でも，訪問メンバーの一人か
ら
「地区計画の成否は土地を持っている人の問題だということだが，実際に新たに住んでいる人たちとど
うつながっていくのか。これからも500平米未満だとどうしても住宅は建っていくと思うが，それはどう
していくのか。私の地域では町会・自治会も弱体化しているし，マンションなど新しい住民にどう自治会
に入ってもらうかというだけでも大騒ぎしているのだが，そういう人たちとどういうつきあいをしていく
のか，難しいなと思った」
という意見が出されたのに対して，協議会メンバーは次のように答えている。
「継続してコミュニケーションするのが重要。コミュニケーションがなくて地区計画だけ残るのが一番
怖い。10年で計画を切って見直し継続するというようなことが必要ではないか」
「地区条例や規制よりもっと大事なものがある。かつて自宅の隣に鋳物屋があって，母が洗濯して２階
のベランダに干すと，すすで真っ黒になったとよく怒っていた。だが，お互い様だと。怒ってはいるのだ
が，うちも工場で煙を出したこともあるしと。私は住んでいて操業しているのでお互い様というのはよく
わかるのだが，住宅だけの人にはお互い様ということが希薄になる。お互い様という気持ちのある高井田
の街，アイデンティティと思っている。そういう街として高井田をアピールしていきたい。思いの部分が
大事ではないかと思う。高井田はごちゃごちゃしているが，ハートのある人がいる」
これらの発言から伺えるのは，産業振興とか工場を守るとかいう意識よりもむしろ，新住民と相互理解
を深め，立場の異なる人々が互いの利害を調整しながら地域全体のあり方を模索していくという体制を作
りたいという願いである。もちろん，これらの発言に以前から高井田で生業を営む人々の利害が反映され
ていることは疑いないが，しかしその一方で，新たにやってきた人々に対して「地域活動にもっと関わっ
てほしい，この地域とそこに住み働く人に愛着を持ってほしい」というような思いも彼らのもう一つの原
動力となっているように思われる。それゆえに，地区計画成立自体は運動の勝利ではなく，地区計画あり
きとなってそこに体現される理念が忘れられるようなことがないように「10年で見直し」という論も出て
きたのであろう。もちろん，協議会も一枚岩ではなく，メンバーによって地区計画に対する考え方は様々
であるが，ねばり強く調整を続けている様子である。「地縁」というものの意味を改めて考えさせられた
次第である。
高井田地区の住工共存の取り組みは地区計画だけにとどまらない。たとえば「高井田モノづくり体験塾」
がその一例である。これは，工場の生産活動に触れ，そこで働く人々の思いを知るという趣旨で高校生・
大学生が熟練技能者（「達人」）に一対一でインタビューし，現場体験も踏まえた上でレポートを作成する
― 112 ―
地域総合研究　第37巻　第２号（2010年）
という活動である。作家の塩野米松氏に聞き書き作法の指導を受けながら学生が取材を進め，その過程で
「達人」の側も地域や普段の仕事について考えを深めていくという取り組みであり，平成20年度には国土
交通省の「『新たな公』によるコミュニティ創生支援モデル事業」にも採択されている。高校などで地域
産業に触れる授業ができないかという動きも起きているようである。
また，地域内にマンションが建つ際には，開発業者と協議して覚え書きを取り交わすことも行っている。
一般にワンルームマンションなどは住民の入れ替わりが激しく，自治会への参加も低調であるため，ある
マンションでは，一棟ごとに自治会費を納めてもらうことにしたり，入居時にはその覚え書きを明示して
地域の性格をよく理解してもらうことを義務づけたりしている。覚え書きの当事者をマンション所有者と
して，譲渡の際には覚え書きの継承を義務化するなどの工夫を行っている（写真３，４）。
写真３　工場跡地に建てられたマンション。入居者募集中の看板が見える。
写真４　マンションの隣にある鋳物工場。 鋳物はにおいが出やすい業種の一つである。
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最後に，今回の聞き取りにおいて興味深かったことをいくつかあげておく。
第一は，高井田地区の立地条件が住宅，商業，工業のいずれにも向いており，景気動向や地価の変動に
よって立地傾向がこれらの間で左右されるということである。工業と住宅，商業の間で，また住宅でも建
て売りとマンションとの間では土地に対する付け値が異なっていることを反映して，経済変動に応じて実
際の土地取引の傾向が変化するということである。このあたりでは，坪40万円程度なら建売業者，60万円
程度までがマンション業者，それを超えると工場が土地を買うとのことで，地価上昇に対する耐性は実は
工場の方が高いとのことであった。高井田地区はほぼ全域が工業地域だが，容積率が200％に指定されて
いる関係でマンションも敷地をいっぱいに活用することができないことも一因かもしれない。ただし現在
は坪80万円くらいに上昇しており，工場ですら買えない状況とのことである。他方，商業系施設は幹線道
路沿い以外にはあまり入らないようであるが，工業系の土地であることを生かして大型の自動車整備施設
などが入ったりもしているようである。
もう一つは，地区計画に対する合意形成の進め方である。板橋区のケースでは，個別の自治会単位で順
に合意をとりまとめていく方法をとったが，高井田では地区内の自治会すべてで一度に同意を取り付ける
という方法をとっている。こうしたのは，都市計画としては全体として方針を決める必要があって，小さ
い単位ごとに進めていくのでは時間がかかりすぎると考えたためである。スタートから現在まででもすで
に５年かかっており，これ以上長引かせたくないという思いもあったようだ。
まとめに代えて
本報告では，主に東大阪市の高井田まちづくり協議会の取り組みについて，2009年11月20日から21日に
かけて聞き取った内容を紹介した。このほかにも，企業訪問やまちあるきなどで興味深いお話を伺うこと
ができたが，紙幅の関係で割愛する。だがこれらの経験も含め，今回の訪問では，産業が地域に根付くと
いうことの意味を改めて強く考えさせられた。地域産業や町工場は，決して経済や社会の変化に対応する
だけの受動的な存在ではない。それらは周囲の環境に対して能動的に働きかけ，そして環境とともに自分
自身をも進化させようとする主体である。これらの主体を支えるエネルギーがどこから来るのか，そして
これらの主体の動きは地域の性格とどのように関係しているのかを考えることは，都市圏産業集積だけに
とどまらず，あらゆる地域産業の研究に共通した課題ではなかろうか。
最後に，高井田まちづくり協議会の皆様をはじめとする今回の訪問を受け入れてくださった方々と，企
画してくださった都市産業研究所ほか参加者の方々には厚く御礼申し上げます。
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